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学歴
昭和 50 年 3 月 ソウル大学農学部農学系列入学
昭和 57 年 2 月 ソウル大学農学部卒業（在学中，3年間義務兵役含む）
平成 6 年 4月 京都大学大学院経済学研究科修士課程入学
平成 8 年 3月 京都大学大学院経済学研究科修士課程修了
平成 8 年 4月 京都大学大学院経済学研究科博士課程入学
平成 11 年 3 月 京都大学大学院経済学研究科博士課程単位取得満期退学
平成 11 年 4 月 京都大学大学院経済学研究科研修員（平成 12 年 3 月まで）
平成 12 年 5 月  京都大学大学院経済学研究科博士号取得（論文題名：環境補助金

の理論と実際）

職歴
昭和 57 年 1 月 韓国外換銀行（昭和 57 年 10 月まで）
昭和 58 年 1 月  全国経済人連合会経済調査部勤務（平成 11 年 3 月まで，平成 6

年 4月～平成 11 年 3 月：日本留学）
昭和 62 年 8 月 日本経団連産業政策部出向（昭和 63 年 1 月まで）
平成 12 年 4 月 名古屋学院大学経済学部専任講師（平成 15 年 3 月まで）
平成 15 年 4 月 名古屋学院大学経済学部助教授（平成 17 年 3 月まで）
平成 17 年 4 月 名城大学経済学部産業社会学科助教授（平成 20 年 3 月まで）
平成 20 年 4 月 名城大学経済学部産業社会学科教授（現在に至る）

現所属部署等における委員（過去 5年のもの）
平成 20 年 4 月 環境保全委員会委員（現在に至る）
平成 31 年 4 月 社会連携センター委員会委員（令和 5年 3月まで）
平成 31 年 4 月 国際交流委員会委員（令和 4年 3月まで）
令和 4 年 4月 経済学部国際委員会委員（現在に至る）
令和 5 年 4月 学術研究審議委員会委員（現在に至る）

学会活動
平成 9 年 4月 環境経済・政策学会会員（現在に至る）
平成 11 年 4 月  Asian Association of Environmental and Resource Economics

（AAERE）会員（現在に至る）
平成 12 年 4 月 日本経済政策学会会員（現在に至る）
平成 17 年 3 月 韓国環境経済学会会員（現在に至る）
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平成 24 年 3 月 韓国環境経済学会理事（現在に至る）
平成 25 年 4 月 日本経済政策学会中部部会本部幹事・理事（現在に至る）
平成 28 年 4 月 環境経済・政策学会理事（現在に至る）
平成 29 年 4 月  Asian Association of Environmental and Resource Economics

（AAERE）理事（令和 5年 3月まで）
令和 2 年 4月 国際アジア共同体学会会員（現在に至る）
令和 3 年 4月 資源エネルギー学会会員（現在に至る）
令和 3 年 4月  Asian Association of Environmental and Resource Economics

（AAERE）副会長（令和 5年 3月まで）
令和 4 年 3月 韓国環境経済学会顧問（現在に至る）
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68．  「The Decarbonization Policy design and it’s Impact on Economy and Power 
Generation Mix to achieve 2050 Carbon Neutrality in Japan」2021 年 11 月 7
日，日本経済政策学会国際大会（JEPA2021），オンライン口頭発表

69．  「日中韓のカーボンニュートラルに向けた脱炭素政策とエネルギー・環境協力」
2021 年 12 月 2 日，国際アジア共同体学会 2021 年大会，参議院議員会館講堂

70．  「Impact on the Energy Mix and Economy of Japan under a 2050 Carbon-
neutral Policy Scenario」2022 年 2 月 10 日，韓国環境経済学会春季学術大会，
オンライン口頭発表

71．  「日本の 2030 年温室効果ガス削減目標及び電源計画達成を前提とした 2050 年
カーボンニュートラルの経済・産業に与える影響分析」2022 年 7 月 4 日，京
都大学再エネ講座公開セミナー，オンライン口頭発表

72．  「日本の PM2.5 対策の成果と日中韓共同取り組みの意義」2022 年 5 月 21 日，
韓国中央大学産学協力機構，オンライン口頭発表

73．  「Impact on the Power Generation Mix and the Economy of Japan under 
2050 Carbon Neutral Scenario」2022 年 8 月 19 日，アジア環境資源経済学会
（AAERE）2022 年大会，ホーチミン経済大学

74．  「A Comparative Analysis of Japanese, Chinese, and South Korean Attitudes 
toward Nuclear Safety in East Asia: the Evidence from Tokyo, Seoul, and 
Beijing residents-」2022 年 8 月 26 日，韓国環境経済学会 2022 年大会，釜山
東義大学

75．  「日本の 2050 年カーボンニュートラルの経済・産業影響分析」2022 年 11 月 17
日，立命館大学低炭素戦略研究会公開セミナー，オンライン講演

76．  「東アジアの原子力リスクに関する日中韓首都圏住民意識比較調査」2022 年 10
月 1 日，環境経済政策学会 2022 年大会，オンライン口頭発表

77．  「A Comparative Analysis of Japanese, Chinese, and South Korean Attitudes 
toward Nuclear Safety in East Asia: the Evidence from Tokyo, Seoul, and 
Beijing residents」2022 年 11 月 19 日，日本経済政策学会国際大会，神戸大学

78．  「日本の 2050 年カーボンニュートラルに向けた脱炭素政策設計と経済・産業影
響分析」2022 年 12 月 9 日，第 3回京都大学再エネ講座シンポジウム，一橋講
堂，東京

79．  「Carbon Tax Issues toward Carbon Neutrality in Japan―Evolution and 
Future Challenges―」2023 年 1 月 17 日，Carbon Pricing International 
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Workshop By Energy Studies Institute of Singapore National University （招
へい講演）, Singapore National University

80．  「Harmonization of Western European Nuclear Power Safety Standards and 
Challenges toward the Improvement of Nuclear Power Safety」2023 年 8 月
29 日，アジア環境資源経済学会（AAERE）2023 年大会，早稲田大学

81．  「Energy transition and role of hydrogen economy toward carbon neutrality 
in Asia」2023 年 8 月 30 日，アジア環境資源経済学会（AAERE）2023 年大会
（招へい講演），早稲田大学

82．  「欧州における原子力安全に向けた原子力安全基準のハーモナイゼーションへ
の取り組みと成果」2023 年 9 月 30 日，環境経済・政策学会 2023 年大会，東
海大学湘南キャンパス

83．  「日中韓の原発で重大事故が起きた場合の同地域での放射性物質被害の推定―
HYSPLIT モデルによる推定―」2024 年 1 月 26 日，東アジア環境政策研究会
原子力安全国際シンポジウム，立命館大学いばらきキャンパス

84．  「脱炭素社会に向けた地方の取り組み」2024 年 3 月 21 日，大邱政策研究所政
策セミナー（招へい講演），韓国，大邱政策研究所

85．  「東アジアのカーボンニュートラルに向けた日中韓脱炭素政策協力」2024 年 7
月 30 日，国際アジア共同体学会 2024 年大会（招へい講演），明治大学グロー
バルフロント

86．  「A Comparative Analysis of the Attitudes of Japanese, Chinese, and Korean 
Citizens Concerning the Release of Contaminated Water from Fukushima 
Nuclear Power Plants」2024 年 8 月 27 日，アジア環境資源経済学会（AAERE）
2024 年大会，台湾，国立清華大学

87．  「Policy Design for Diffusing Hydrogen Economy and Its Impact on the 
Japanese Economy for Carbon Neutrality by 2050: Analysis Using the 
E3ME～FTT Model」2024 年 9 月 18 日，Global Summit on Renewable 
Energy 2024 (GSREN-2024)，Hotel Indigo Venice, Italy

88．  「東アジアにおけるエネルギー・気候変動問題への共同取り組みのメリットと課
題」，2024 年 10 月 31日，アジア共同体論講座（招へい講演），韓国，光州大学

89．  「South Korea’s energy and climate change policies toward carbon neutral 
society」，2024 年 11 月 6 日，日中韓石油技術会国際セミナー（招へい講演），
AP日本橋

90．  「福島原発ALPS 処理水の海洋放出に関する日中韓首都圏住民の意識比較」
2024 年 12 月 26 日，ソウル大学環境大学院環境講座セミナー（招へい講演），
韓国，ソウル大学

〈国際シンポジウム，セミナー主催（科研費）〉
1．  「シンポジウム「日本のエネルギー環境政策の選択」」2013 年 7 月 6 日（土）
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14：00～，名古屋大学大学院国際開発研究科（8階多目的オーディトリアム）
2．  「国際環境税カンファレンス」2013 年 10 月 17 日，京都大学シラン会館
3．  「シンポジウム「東アジアのエネルギー・環境政策選択」」2014 年 6 月 14 日（土）

13：00～，名古屋大学大学院国際開発研究科（8階多目的オーディトリアム）
4．  「E3 モデリング国際ワークショップ」2014 年 9 月 20 日（土）～21 日（日），

名城大学名駅サテライト
5．  「東アジアにおけるエネルギーシステム，エネルギー税制，政策協調のあり方」

2015 年 9 月 17 日 13：00～18：00，名古屋大学大学院国際開発研究科（8階多
目的オーディトリアム）

6．  「岡山県真庭市バイオマスタウン見学および国際ワークショップ」2016 年 8 月
2 日～5日，真庭市バイオマスタウン

7．  「Environmental taxation and EU environmental policies: energy, water and 
resources」2017 年 5 月 13 日，龍谷大学京都駅前サテライト

8．  「International workshop on Improving the Energy-Water-Material Nexus 
toward sustainable future in East Asia」2017 年 8 月 28 日，韓国，安東大学

9．  「Modelling the interaction between energy, water and material consumption 
in E3ME-Asia model」2017 年 10 月 30 日～2017 年 11 月 3 日，ケンブリッジ
エコノメトリックス，イギリス

10．  「韓国のエネルギー転換とエネルギー未来」2017 年 12 月 20 日 15：30～18：
00，名城大学ナゴヤドーム前キャンパス DS412 教室

11．  「東アジアの持続可能な未来に向けたエネルギー，資源，土地利用の大転換と
制度改革―電源・産業・交通部門―」2017 年 12 月 23 日（土）13：00～17：
30，名古屋大学国際開発研究科（8階多目的オーディトリアム）

12．  「E3 モデリングにおける技術進歩のボトムアップ選択」，2018 年 2 月 7 日 9：
30～18：00，名城大学名古屋ドーム前キャンパス（DS412 教室）

13．  「脱炭素化に向けた韓国及び東アジアの鉄鋼産業」2018 年 6 月 30 日 14：00～
18：00，名古屋大・アジア共創教育研究機構の会議室

14．  「韓国国際通商学会との国際シンポジウム開催」2018 年 7 月 6 日 12：00～18：
00，名城大学天白キャンパス タワー 75（1002 号室）

15．  「東アジアの原発政策と原発安全規制制度に関する日中韓国際シンポジウム」
2018 年 11月 17日 13：30～17：30，名古屋大学大学院経済学研究科第 3講義室

16．  「日中韓の温暖化政策と 2050 年温室効果ガス実質ゼロに向けた課題に関するオ
ンライン公開セミナー」2020 年 12 月 21 日（月）16：30～19：00，オンライ
ン開催

17．  「EUの原子力安全体制の成果と課題」2021 年 2 月 25 日，イギリスロンドン大
学（UCL）のDr. Paul Dorfman 氏によるオンライン公開セミナー

18．  「韓国の原発で北朝鮮のミサイル攻撃による重大事故時の自国内および日本へ
の被害影響」韓国の元原子力規制委員会委員長である Jungmin Kang 氏によ
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る原子力安全規制ウェビナー 2021 年 7 月 10 日 14：00～16：00，オンライン
開催

19．  「東アジアのカーボンニュートラル社会に向けた脱炭素政策と脱炭素技術革新
シンポジウム」2021 年 9 月 24 日（金）14：00～18：00，オンライン開催

20．  「村上祐一先生（北海道大学）招聘講演会：規制機関の独立性に関する考察」
2021 年 12 月 22 日 15：00～17：00，オンライン開催

21．  「韓国の原子力安全規制制度の現状と原子力安全社会に向けた課題：ハジョン
グ氏（韓国原子力安全委員会委員）招聘講演会」2021 年 11 月 6 日 14：00～
16：00，オンライン開催

22．  「東アジアの原子力リスクと原子力安全体制構築」シンポジウム，2022 年 12
月 2 日 13：00～18：00，ソウル大学環境大学院 306 号室

23．  「日中韓のカーボンニュートラルに向けた鉄鋼産業の脱炭素技術革新」2023 年
2 月 28 日，名城大学天白区キャンパスタワー 75

24．  「『Nuclear Power Safety and Governance in East Asia』出版記念，東アジア
の原子力安全とガバナンスの構築に関するシンポジウム」2024 年 1 月 26 日
13：30～17：30，立命館大学いばらきキャンパス

〈賞罰〉
平成 28 年 10 月 日本学術振興会理事長による科研費優秀審査委員賞を受賞
令和 3 年 9 月 名城大学理事長による科研費功労賞を受賞
令和 4 年 3 月 韓国水学術団体連合会会長による学術賞を受賞

〈科研費獲得状況（研究代表者として）〉
基盤研究（C）： リサイクル産業育成の公共政策 - 中部地域の廃プラスチックリサイ

クルを題材として，2003 年 4 月～2005 年 3 月
基盤研究（B）： アジアの環境問題と環境賦課金制度 - 持続可能なアジアに資する制

度進化の条件と課題，2006 年 4 月～2009 年 3 月
基盤研究（B）： 東アジア環境共同体に向けた環境法・行政・財政に関する国際比

較研究，2009 年 4 月～2013 年 3 月
基盤研究（A）： 東アジアの持続可能な発展のためのエネルギー・環境財政のグリー

ン改革，2013 年 4 月～2017 年 3 月
基盤研究（A）： 東アジアの持続可能な未来に向けたエネルギー，資源，土地利用

の大転換と制度改革，2017 年 4 月～2020 年 3 月
基盤研究（B）」： 原子力リスク分析に基づいた東アジアの原発安全協働体制構築，

2021 年 4 月～2024 年 3 月
基盤研究（B）： 東アジアにおける原子力安全及びリスクの相互評価・協働取組に

向けた国際枠組構築，2024 年 4 月～2027 年 3 月




